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生活排水処理基本構想の見直しについて 
 

 

 

 
１）沿革 

本市では、平成 17年 2月の広域合併後、平成 20 年に効率的で計画的な生活排水

処理事業を推進することを目的とした「久留米市生活排水処理基本構想」を策定し

ました。 

なお、平成 26年 1 月の汚水処理 10 年概成※１を目指した新たな国のマニュアルに 

基づき平成 27 年に基本構想の検証を行いましたが、従前と同様の結果であり、改定 

は行っておりません。 

 

平成 16 年度 1 市 4町 広域合併 

平成 20 年度 「久留米市生活排水処理基本構想」策定 

平成 26 年度 地方公営企業法適用 企業会計へ移行 

平成 27 年度 「久留米市生活排水処理基本構想」検証 

 

 

２）計画概要 

公共下水道の未普及地域の整備については、平成 20 年策定の「生活排水処理基

本構想」に基づき行っており、整備の最終年度は令和 15 年度を予定しています。 
 

久留米市生活排水処理基本構想における整備計画 

事 業 地区名 完了予定年度 

公共下水道 
旧久留米・北野・城島 令和 8 年度 

田主丸・三潴 令和 15 年度 

農業集落排水※２ 田主丸・北野 平成 9〜26 年度整備済み 

合併処理浄化槽 全市域 令和 15 年度 

※ 合併処理浄化槽※３事業について、城島地区では特定地域生活排水処理事業※４（市町村設置型）、 

その他の地区では合併処理浄化槽設置助成事業（個人設置型）となっています。 

 
久留米市 生活排水処理状況（令和 3年度末） 

事 業 名 
現 況 将来（R15）※ 

人口(人) 構成比(％) 人口(人) 構成比(％) 

公共下水道 262,379 86.8 292,000 94.2 

農業集落排水 5,180 1.7 6,700 2.2 

合併処理浄化槽 24,195 8.0 11,300 3.6 

未処理 10,368 3.4 0 0.0 

合 計 302,122 
(96.6) 

100.0 
310,000 100.0 

現在の汚水処理人口普及率 

(国の概成基準 95％) 

１．現在の生活排水処理基本構想について 

※「平成 20 年 久留米市生活排水処理基本構想」の将来値 

資料④ 
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久留米市公共下水道計画一般図 
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１）公共下水道事業の課題 

① 下水道使用料収入の増加率の鈍化 

ア 投資効果の低下 

一般的に公共下水道は人口集中地区であれば投資効率性が見込めるとされ

ています。しかし、近年は人口密度の低い地区への整備が続き、収入の増加に

つながりにくくなっています。 

 

イ 接続率の伸び悩み 

近年の整備地区においては、高齢者世帯や空き家の増加、敷地も広く接続工

事費用が高額になる世帯等が多くなってきていることや既に合併処理浄化槽

が設置されている物件が多いことなどから接続率の鈍化傾向がみられます。 

 

＜地区別接続率（令和 3年度末）＞ 

地 区 旧久留米 田主丸 北野 城島 三潴 

接続率 92.5％ 68.9％ 74.5％ 40.0％ 32.0％ 

 

ウ 使用料収入の伸び悩み 

節水機器の普及等により一人当りの使用水量が減少するため、使用料収入

の伸びは鈍化しています。 

 

 

② 未普及整備への交付金の減少 

国は、未普及地域の早期解消に向けて、「10 年概成」（令和 8年度まで）の方

針を示している。概成の定義は、汚水処理人口普及率 95％以上との基準があ

り、久留米市は平成 30 年度末（95.5%）で超えているため、令和 2年度の交

付金より重点化事業の対象外となりました。 

その結果、令和 4年度では要望額に対し 54%の内示額となっています。 

 

 

③ 維持管理費用の増加 

供用開始から 50 年が経過し、処理場やポンプ場など更新・長寿命化対策 

が必要となる施設が多く存在することや、令和 3 年度末までに整備した汚水

管渠は約 1,367km となり、布設後 30 年以上経過の管渠 は 399km に達してい

ることから、耐用年数をむかえる施設は増える一方で、維持管理費の増加が

見込まれます。 

 

 

 

 

 

２．公共下水道事業の課題 

※５  

１ 

※６  

１ 
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１）背景 

久留米市上下水道事業経営において、直面する以下のような課題の改善・

解決を図るため、最適な汚水処理手法による汚水処理人口普及 100％と持続可

能な健全経営を図って行くことが重要となっております。 
 

① 公共下水道事業 

・人口減少社会などにおける使用料収入の減少 

      ・整備費用の増加と接続家屋の減少 

・老朽化した施設・管路等に係る維持管理費の増大 

・令和 8年度経常損益の赤字及び令和 9年度内部留保資金の枯渇 

② 農業集落排水事業 

・今後の処理場の老朽化への対応 

③ 合併処理浄化槽事業 

・「市町村設置型浄化槽」と「個人設置型浄化槽」の 2 つの制度による 

個人負担の不公平感 

④ 各汚水処理手法により異なる個人負担の不公平感 

 

 

 

【経常損益及び内部留保資金 の見通し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．生活排水処理基本構想の見直しについて 

※７  

１ 
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公共下水道既整備区域 

 （人口普及率 86.8％） 

 

 

２） 基本方針 

① 公共下水道整備区域及び期間の見直しを行う        下水道事業の健全経営 

※見直し区域(浄化槽区域)については、個人負担の公平性を考慮した浄化槽 

(一般会計)補助の上乗せを併せて検討を行う 
 

② 農業集落排水事業について、公共下水道での受け入れが可能か検討を行う 

                        施設にかかる維持管理費の低減 

 
③ 「市町村設置型浄化槽」と「個人設置型浄化槽」の浄化槽制度について、  

統一も含めた制度の検討を行う        個人負担の不公平感などの解消                  

 

 

【公共下水道区域見直しのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）スケジュール（案） 

項 目 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 以降 

生活排水処理基本構想見直し 

   

 

縮小 

行政区域 

計画区域外 
（農業集落排水 2.2％、合併処理浄化槽 3.6％）※公共下水道 94.2％と合わせ 100％ 

公共下水道 現全体計画※８区域（整備目標Ｒ１５年度） 
※ 人口普及率 94.2％ 

公共下水道 現事業計画※９区域（整備目標Ｒ８年度） 
※認可区域（人口普及率 92.8％） 

汚水処理手法を 
合併処理浄化槽 
へ変更 

検 討 立 案 実  施 
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【用語解説】 
 

№ 用語名 解説 ページ 

※１ 10 年概成 

平成２６年１月に国土交通省、農林水産省、環境省の３省が連携して「持

続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」を作

成し、全国の自治体に対して今後１０年程度での汚水処理の概成（完了）

を目標にしたアクションプランの策定を指示したもの。 

久留米市においても、、平成２７年度に令和８年度の概成を目標にしたア

クションプランの策定を行い、汚水処理施設整備を行っているもの。 

１ 

※２ 
農業集落排水 

事業 

農業集落における農業用排水の水質保全、農業用排水施設の機能維持及び

農村生活環境の改善を図り、併せて公共用水域の保全に資することを目的

に、農業振興地域内の農業集落を対象区域として整備する汚水処理施設ま

たは、その事業のこと。 

１ 

※３ 浄化槽 

下水道が普及していないところで水洗便所の汚水等を処理する装置。し尿

浄化槽と、水洗便所の汚水と台所、浴室、その他雑排水を一括して処理す

る合併処理浄化槽のこと。水洗便所の汚水のみを処理する単独処理浄化槽

は平成１２年から原則として新設が禁止され、合併処理浄化槽への転換が

求められている。 

１ 

※４ 
特定地域生活 

排水処理事業 

市町村が設置主体となって戸別の合併処理浄化槽を特定の地域を単位と

して整備し、し尿と雑排水を併せて処理することにより、生活環境の保全

及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする事業のこと。 

１ 

※５ 長寿命化対策 
長寿命化対策とは、更生工法あるいは部分取り替え等により既存施設を活

用し、耐用年数の延伸に寄与するもの。 
３ 

※６ 管渠 給水や排水を目的とした水路全体の総称 ３ 

※７ 内部留保資金 

減価償却費などの現金の支出を伴わない費用や収益的収支の利益により

発生し、地方公営企業の補てん財源として使用することができる企業内部

に留保された資金のこと。 

４ 

※８ 全体計画 
全体計画は、各マスタープランに定められた目標等に基づき、将来的な下

水道施設の配置計画を定めるものです。 
５ 

※９ 事業計画 

事業計画は、全体計画に定められた施設のうち、5～7 年間で実施する予

定の施設の配置等を定める計画であり、下水道を設置しようとするとき

は、事業計画を策定する必要があります。 

５ 

 


